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■2021年・2022年の世界経済見通しを上方修正、2021年には2019年水準回復の見通し

■経済水準の回復ペースは地域ごとにバラツキ、米･中が世界経済を牽引する構図は変わらず

■コロナ禍に伴う世界経済の中期的影響に警戒感、財政・金融両面の政策支援継続を要請

※本資料の使用に際し、最終ページの＜本資料に関するご留意事項＞を
必ずご覧ください。 作成：運用戦略部 投資戦略グループ 岸 平祐

IMFは見通しを再度引き上げ、コロナ禍の「後遺症」を警戒

IMF 世界経済見通し（2021年4月）の注目点

マーケット・レポート

●IMFは世界経済見通しを再び上方修正

IMFは、主要国の積極的な財政支援策や新型コロナワクチン接種
の進展を見込み、世界経済成長率を2020年は▲3.3%(1月時点
▲3.5%)、2021年+6.0%(同5.5%)、2022年+4.4%(同
+4.2%)にそれぞれ上方修正しました（図表１ご参照）。

●回復ペースは地域ごとにバラツキ

先進国では、ワクチン普及で先行する米国の2021年成長率は
+6.4%(昨年10月時点の予想：+3.1%）に上方修正される一方、
移動制限措置が長期化するユーロ圏は同+4.4%（同+5.2%）と前
年の落ち込み（▲6.6%）を下回る成長率にとどまる見通しです。新
興国でも、中国（2021年:+8.4%）とインド（同+12.5%）で高水
準の成長が見込まれる一方、昨年▲7.0%のマイナス成長となった
ブラジル等を含む中南米は+4.6%にとどまるなど、感染の抑制状
況を反映して、回復ペースには大きな格差が生じています。

コロナ禍以前の経済活動水準を回復する時期については、米国が
2021年中と見込まれる一方、欧州、日本など大半の国は2022年
以降となる見通しです。 【出所】IMFの公表データに基づき、りそなアセットマネジメント作成

１．世界経済見通しを再引き上げ 米･中依存がより鮮明に

２．コロナ禍がもたらす成長の下方屈性を警戒 政策支援継続の必要性を主張

IMFは基本シナリオに加えて、新型コロナワクチンの接種ペースや
効果の前提に紐づけたリスクシナリオを示し、見通しには引き続き大
きな不確実性が伴うと指摘しています。

また、今回の経済見通しでは、コロナ禍がもたらす中期的な経済損
失に焦点が充てられています。世界全体のGDP喪失額は2008年
の世界金融危機後を下回るものの、低所得国では前回の危機を上回
る損失が推計されています（図表2ご参照）。また、先進国も短期的
には大規模な財政支出の押上げ効果が大きく、今回の経済ショック
により中期的には潜在成長率が低下する可能性が指摘されています。
IMFでは、こうした世界経済の中期的な下方屈性リスクに対処する
ため、1)人的資本への投資、2)イノベーションを促し生産性を引き上
げ、3)民間投資を刺激する公共政投資の拡大、が重要と指摘してい
ます。

この実現には、財政・金融の一体的支援の継続が不可欠と考えら
れます。イエレン米財務長官は、今回のIMF・世界銀行の会合を控え
た会議で、最低法人税率で国際的に協調すべき、と訴えました。これ
に対して、ゴピナートIMF調査局長は賛成の意を示しています。

世界経済の見通しが改善してきたことで、世界の政策当局の中枢
は、財政・金融支援の持続性に焦点を移し始めたと考えられます。

図表１. IMF世界経済見通し(2021年4月時点)

図表２. IMF世界経済見通し(地域別寄与度)

【出所】IMFの公表データに基づき、りそなアセットマネジメント作成

(推計)

2020年 2021年 2022年 2021年 2022年

世界経済見通し ▲ 3.3 + 6.0 + 4 .4 + 0 .5 + 0 .2

先進国 ▲ 4.7 + 5.1 + 3 .6 + 0 .8 + 0 .5
米国 ▲ 3.5 + 6.4 + 3.5 + 1.3 + 1.0
ユーロ圏 ▲ 6.6 + 4.4 + 3.8 + 0.2 + 0.2

ドイツ ▲ 4.9 + 3.6 + 3.4 + 0.1 + 0.3
フランス ▲ 8.2 + 5.8 + 4.2 + 0.3 + 0.1
イタリア ▲ 8.9 + 4.2 + 3.6 + 1.2 + 0.0
スペイン ▲ 11.0 + 6.4 + 4.7 + 0.5 + 0.0

日本 ▲ 4.8 + 3.3 + 2.5 + 0.2 + 0.1
英国 ▲ 9.9 + 5.3 + 5.1 + 0.8 + 0.1
カナダ ▲ 5.4 + 5.0 + 4.7 + 1.4 + 0.6

新興国 ▲ 2.2 + 6.7 + 5 .0 + 0 .4 + 0 .0
中国 + 2.3 + 8.4 + 5.6 + 0.3 + 0.0
インド ▲ 8.0 + 12.5 + 6.9 + 1.0 + 0.1
ASEAN-5 ▲ 3.4 + 4.9 + 6.1 ▲ 0.3 + 0.1
ロシア ▲ 3.1 + 3.8 + 3.8 + 0.8 ▲ 0.1
ブラジル ▲ 4.1 + 3.7 + 2.6 + 0.1 + 0.0
メキシコ ▲ 8.2 + 5.0 + 3.0 + 0.7 + 0.5

(予測) (1月見通しからの変化)
(前年比, %)
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